
県

第2なぎさ公園（約6.5ha）

大川の一部の埋立
（約1.0ha）

検討対象地

琵琶湖大橋

琵琶湖サイクリストの聖地碑

市
・ 加工場併設直売所
・ サイクルサポート施設
・ 「食のビワイチ」物産館
・ カフェ・レストラン 等

河川占用区域におけるマリーナの整備（約2.0ha）

・ グランピング
・ サイクルカフェ
・マリンスポーツ 等

みさき自然公園
(8.3ha)

Park-PFI事業対象エリア

新川の一部の埋立
（約1.3ha）

サイクリング拠点併設道の駅
（約2.3ha）

バイパス道路の
整備検討（約1.7km）

市

Ｓｄ

①バイパス道路（県道）の整備

②マリーナの整備
消波堤、桟橋、浚渫
立体艇庫、レストラン船等

既存の湖岸道路
（県道から市道に移管）

大川の埋立造成

民間事業者による更なる有効活用

既存の湖岸道路

加工場併設直売所
サイクルサポート施設
「食のビワイチ」物産館
カフェ・レストラン等

※第１ステップに含める可能性あり

体験農場

自転車関連施設
インキュベーション、ワーケーション施設
キャンプ場 等

サイクリング拠点併設道の駅

新川の
埋立造成

（仮称）県・市公園連携にぎわいづくり事業

グランピング
サイクルカフェ
マリンスポーツ等

【R1:先－18】 県・市管理公園の一体的Park-PFIによる「自転車の道の
駅」等活性化調査 （実施主体：滋賀県守山市）

守山市基礎情報（R2.1.1時点）
・人口:83,746人
・可住地面積：45km2

目的・これまでの経緯

調査結果

○事業化にあたっての課題
・事業者選定手法
(複数社と継続協議)
・具体案を想定した関係機関との
協議

・道路整備等の実施スキーム
・企業版ふるさと納税の関係者協
議 等

守山市では、北の玄関口である湖岸エリアの活性化は積年の課
題であり、民間のみでなく、行政も連携して取り組むことが必要。
また、活性化には、交通量の多い湖岸道路の存在が大きな課題。
H27：総合戦略で「自転車を軸とした観光振興」を柱に取組を開始
H28：湖岸ｿﾞｰﾝ周辺活性化検討調査(ｸﾞﾗﾝﾋﾟﾝｸﾞ・道の駅可能性)
H29：琵琶湖ｻｲｸﾘﾝｸﾞｺｰｽと「道の駅」の連携に関する意見交換会

（近畿地整・滋賀県・守山市等）開催。「道の駅」検討開始。
H30：サウンディング型市場調査を実施(ｸﾞﾗﾝﾋﾟﾝｸﾞ・ｱｸﾃｨﾋﾞﾃｨ等)

【事業分野：公園・道路・河川】 【対象施設：都市公園等】 【事業手法：Park-PFI方式等】

調査のポイント

• バイパス道路は、道路法第24条と企業版ふるさと納税制度による寄附金を財源として、市が県
道を整備することについて、事業者の受益・負担額をｼﾐｭﾚｰｼｮﾝし、実現可能性を示した。

• サウンディング調査を行い、独立採算による事業を提案した応募者を複数確保するとともに、
企業版ふるさと納税制度を活用し、サイクルサポート施設の現物寄附及び緑地・園路等の環
境整備費等に関する寄附金の拠出の提案を導き、実効性のある事業スキームを示した。

• 両公園の敷地集約により、単体では整備できない規模の施設整備が可能となることを示した。

• 県管理公園と市管理公園を一体的に管理することで、より効果的な民間活力の導入やノウハウの発揮（例：琵琶湖が臨める県管理公園側への施設の集約）が期待
される「県・市連携型のPark-PFI等の事業手法の検討を行う事業」であること。

• 琵琶湖敷地（河川区域）内の県管理の都市公園内における複数の課にまたがる県・市の官官連携に加え、新たな官民連携のスキームを検討する事業であること。

事業／施設概要

第１ステップ 第２ステップ
○初年度
・実施方針の是非の決定
・ Park-PFIによる事業者
公募・選定・整備着手
・協議会の開催、河川占用等の手続き等
○2年度目以降
・「自転車の道の駅」にぎわい施設
順次供用開始

〇初年度
・バイパス道路の詳細設計
・マリーナのPFI事業者
公募・選定
・協議会の開催、河川
占用等の手続き等
〇2年度目以降
・バイパス道路、マリーナ等整備着手

事業化に向けた今後の展望

• 事業スキーム比較を踏まえ、県市による「協議会設置方式」が総合評価が高くなった。今後も
適切なあり方について、県の意向も踏まえ、引き続き協議を進める。


